
【応募様式１　別紙１】
　　　　　　　令和４年度モーダルシフト等推進事業費補助金（コンテナ専用トラック等導入事業）実施計画書兼実施報告書
１．申請者等の概要
	事業名
	コンテナ専用トラック等導入事業

	事業実施の申請者名
	

	代表申請者

	事業実施責任者
	氏名
	

	
	所属部署名・役職
	

	
	住所（所在地）
	〒

	
	電話番号
	

	
	E-mailアドレス
	

	連絡窓口担当者
	氏名
	

	
	所属部署名・役職
	

	
	住所（書類の受領先）
	〒

	
	電話番号
	

	
	E-mailアドレス
	

	共同申請者

	事業実施責任者
	共同申請者名称
	

	
	氏名
	

	
	所属部署名・役職
	

	
	電話番号
	

	
	E-mailアドレス
	


２．本事業申請の目的等、事業の概要（下記にチエック及び□内の記入が無い場合は補助対象外となります（（２）③は除く。）
（１）本事業申請の目的等　（該当する場合は☑及び必要事項を記載してください。）
□　貨物の集配拠点（拠点駅又は仕立地を記載してください。）においてコンテナ専用トラック等を導入し、二酸化炭素排出原単位の小さい輸送手段への転換を図るモーダルシフトを推進し、温室効果ガスの削減による地球温暖化の防止及び低炭素型の物流体系の構築を図るとともに、物流分野の労働力不足に対応した物流効率化の取組をより一層推進することを目的として申請します。
	拠点駅又は仕立地

	


記載例：○○貨物ターミナル駅又は▲▲港
（２）　申請対象者の要件（該当する場合は☑及び必要事項を記載してください。）
①　第二種貨物利用運送事業者（内航・鉄道）　
　　□　第二種貨物利用運送事業の許可を受けている。　
□　事業計画及び集配事業計画において、拠点駅又は仕立地の認可等を受けている
□　この他、貨物利用運送事業において法令で必要とされる許認可申請・届出を適切に行っている
□　貨物利用運送事業報告規則に基づく定期報告を適切に行っている
②　第二種貨物利用運送事業者（内航・鉄道）から集配の委託を受けた貨物自動車運送事業者
□　貨物自動車運送事業の許可を受けている    
□　委託元である第二種貨物利用運送事業者の集配事業計画の拠点駅又は仕立地における集配委託先として届出している又は新たに行おうとしている
※新たに行おうとしている場合は、（１）の集配拠点における第二種貨物利用運送事業者（内航・鉄道）との集配委託契約書を添付すること（委託元事業者名及び所在地を記載してください。）
	委託元事業者名及び集配営業所名： 

	委託元事業者の営業所位置　：


　
□ 貨物自動車運送事業において法令で必要とされる許認可申請・届出を適切に行っている
　　 □ 貨物自動車運送事業報告規則に基づく定期報告を適切に行っている
③　①又は②の者と補助対象の自動車等をファイナンスリースにより提供する契約を行う民間企業
　　 □　共同申請者となる①又は②の者が上記の該当要件を満たしている。（①又は②を記載すること）
（３）事業の主たる実施場所　
	集配営業所名
	

	集配営業所位置
（使用の本拠の位置）
	


３．導入するコンテナ専用トラック等の仕様　　　　　
	車体の形状
	緊締方式：コンテナのサイズ×個数
	緊締装置
個数
	法定耐用年数

	
	
	
	

	（記入例）
	
	
	

	コンテナトレーラ
	A：①40ft×1個、②20ft×2個
B：③10ft×3個
	A：8個
B：6個
	４年

	コンテナ専用車
	A：①20ft×1個
B：②10ft×2個
	A：4個
B：4個
	４年


＊１　「車体の形状」欄は、「コンテナ専用車」又は「コンテナトレーラ」のどちらかを記入する。
＊２　「緊締方式：コンテナのサイズ×個数」欄は、１台のシャシに積載可能なコンテナのサイズ、個数を記載する。
　A＝ツイストロック　B＝半自動式中央緊締装置
＊３　「緊締装置個数」欄は、１台のシャシに取り付ける緊締装置の個数（例：40ft1台＝４個）を記入する。
４．事業実施完了日　　　　　　
	補助事業の完了年月日（補助対象車両の登録日） ：令和　　　年　　　月　　　日

	★自動車検査証（車検証＊）から転記してください。（緊締装置架装後の車検証＊）

	自動車登録番号
	

	車　　名（メーカー名）
	

	車台番号
	

	型　　式
	


　＊　電子車検証の場合は「自動車検査証記録事項」

